６月県議会・知事提出議案に対する反対討論
２０１３年６月２７日　日本共産党・火爪弘子

　ただ今上程された議案のうち日本共産党は、議案第８５号および、報告第５号のうち専決処分２８号に同意できません。私からは、２つの議案に対する日本共産党の反対討論を行います。

　まず、議案８５号、富山県一般職の職員等の給与の特例に関する条例一部改正の件についてです。これは、県職員、教職員等の給与を９ヶ月間にわたって、４.７７％から７.８％カットしようとするもので賛成できません。特別職についての減額は、知事をはじめご自分で提案されている側でありますので、あえて反対はいたしません。
　さて、そもそも東日本大震災からの復興財源は、予定していた法人税引き下げの見直しや他の財源を手当てすべきであって、人事院勧告制度を無視するかたちで国家公務員の給与をカットすること自体、筋が通りません。公務員賃金をこれ以上引き下げることは、民間給与にも派及し、地域経済の足を引っ張ることにもなるからです。

あわせて、この問題での地方交付税削減は、この場で繰り返し議論されてきたとおりです。本県議会は、すでに一昨年１１月定例会で、「給与臨時特例法」の影響を地方に押し付けないことを求める「意見書」を全会一致で採択してきたところです。
　であるならば、今知事と県議会に求められているのは、国のこの不当なやり方に抗議し、給与カットそのものを行わないことではないでしょうか。地方自治体としてのプライドを、知事には期待したいものです。

　この間県職員の給与や手当は、カットに次ぐカットでした。削減額は、この８年間で総額１９１億円にものぼります。県高等学校教職員組合の試算によれば、一人あたりの平均年間給与総額はこの１０年間で、一般職で年間約８３万円、小中学校の先生では約１１１万円にもなるそうです。そのうえ、今年から２年間で退職金平均４００万円のカット。そして、今回の条例改正案です。県一般職の場合９か月合計のカット額は平均約２４万円とのことでした。これで、意欲を低下させるなと言われても、無理な話ではないでしょうか。
　また、今回の提案は、より経験のある先生たちに冷たい仕打ちとなっています。総務省は給与削減分の地方交付税を７.８％分削りましたが、文部科学省の方は義務教育費国庫負担金を、４.７７％の削減にとどめる措置をとりました。先生たちには、どれだけ残業しても残業手当はありません。文部科学省も配慮したものです。にもかかわらず県は、５０歳以上の先生たちの削減も７.８％としました。この点でも、県の対応は納得できません。
　昨日の教育警務委員会では、昨年度予想以上の先生たちが早期退職されたとの答弁がありました。まじめで、むしろ力のある職員や先生たちが、多忙でも頑張ってきたその誇りを傷つけられ、モチベーションを保てずに退職されてはいないか、心配で心が痛みます。
　国の不当な交付税と国庫負担金削減分６０億円は、これまでの県給与削減分１８０億円で差し引きすればいいのではないでしょうか。「地域の元気臨時交付金」などで土木費にゆとりも出ています。「基金」に補てんする予算は、全体の歳出見直しで対応すべきと考えます。
　次に、報告第５号のうち先決処分第２８号についてです。

　これは、県職員の退職金約１４０万円の削減を３月１８日実施としたため、削った分約６億円を処理したものであります。２月臨時議会で、この条例改正案にわが党は、理由を述べて反対の立場をとりました。よってこの処分にも同意できません。
　討論の最後に、自由民主党のみなさんに率直に申しあげます。どうして、討論に立たれないのか。３つの会派が反対討論に立ってもなお、討論もせず黙った賛成するというのはどうしても納得できません。削減される県職員はもとより、議会と県民に対して不誠実なのではないでしょうか。議会は、真剣な議論の場であります。以上を述べて、反対討論を終わります。
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